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令和 3 年度 令和 12

１．事業概要

（１）

① 給　水

㎥/日

㎥

② 施　設　

㎥／日

③ 料　金

＜料金表＞

1

1社であり、契約水量15,000㎥/日に対して、1日平均配水量は3,167㎥となっております。

契 約 水 量 15,000

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　                  　（複数選択可）

給 水 先 事 業 所 数

配水池設置数

1

水源は表流水を取水しており、沈砂池を経由して供給しています。現在配水能力は、15,000㎥/日です。

現 在 配 水 能 力

料 金 改 定 年 月 日
（ 消 費 税 の み の 改 定 は 含 ま な い ）

超過料金

3,167

本市の工業用水道事業は、昭和50年4月1日に市内企業へ工業用水を供給するため、給水を開始しました。令和3年3月末現在で供給先事業者数は

策 定 日 ：

年度

供 用 開 始 年 月 日 昭 和 50 年 4 月 1 日

改定年月日

15,000 ㎥／日

～

管 路 延 長

水 源

7,951

千ｍ

施 設 数

昭 和 56 年 4 月 1 日

契 約 水 量 15,000

一 日 平 均 配 水 量

沈砂池設置数

料 金 体 系 の
概 要 ・ 考 え 方

団 体 名 ：

事 業 名 ：

　　朝倉市

　　工業用水道事業

計 画 期 間 ：

0

朝倉市工業用水道事業経営戦略

事業の現況

基本料金：24.2円/㎥
超過料金：48.4円/㎥（朝倉市工業用水道使用料条例第2条)

昭和50年4月1日～

基本料金

昭和56年4月1日～

24円/㎥

44円/㎥

12円/㎥

22円/㎥

表流水 , ダム , 伏流水 , 地下水 , 受水 , その他



④ 組　織

＜組織体制＞ ＜職員数・職種・年齢構成等＞

61歳～ 0

51～60歳 2

41～50歳 1

31～40歳 1

～30歳 3

合計 7

（２）

（３） 経営分析

①

②

③

④

 ⑤

⑥

① 料 金 収 入 ：契約水量に応じて、毎年安定した料金収入を得ていますので、健全な運営がなされています。

② 純 損 益 ：現在は年間20,000千円以上の純利益を継続して計上しており、健全な経営を持続しています。

③ 経常収支比率 　：100％以上を継続して維持しており、高い水準を維持しています。

④ 　有形固定資産に対する建設仮勘定の割合：平成28年度から令和3年度までの工業用水道導水管更新工事にかかった費用については、

　　 　  供用開始まで建設仮勘定に計上しているため、年々割合が増加しています。

⑤ 料 金 回 収 率 　　：100％以上を継続して維持しており、料金水準は適正であると評価できます。

水道工務係

（H30)    110.1％

(H29)    120,450千円

(H29)    39.910  千円

これまでの主な経営健全化の取組

職員数：７名（事務職3名、技術職4名)
朝倉市工業用水道事業は上下水道課で事業運営しており、庶務係3名、水道工務係4名で実務にあたっています。

料 金 収 入

純 損 益

庶務係

平成２８年度から始まった工業用水道導水管の老朽化に伴う更新工事において、工事費を双方で負担する協定を供給先事業者との間に締結し、工事費の
負担軽減を図っています。

浄水場係

　(R1)　　120,780　千円　       

　(R1)　　22,476    千円　               

　(R1)　　120.0％　　　　　　　　

　(R1)　　95.2％                 

　(R1)　　100％　　　　　　　　　　

　(R1)　　107.7％　　　　　　　　　　　

(H30)　　120,450 千円

(H30)　　25,068   千円

(H30)　　122.9％

（H30)    94.2％

（H30)    100％

料 金 回 収 率

有形固定資産に対する建設仮
勘 定 の 割 合

現在配水能力に対する契約率

(H29)    142.8％

(H29)    91.1％

(H29)    100％

(H29)    128.1％

経 常 収 支 比 率

上下水道課

H27 H28 H29 H30 R1

純利益 24,266 32,288 39,910 25,069 22,476

経常収支比率 122 132 143 123 120
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(単位：千円) 建設仮勘定割合

有形固定資産額 建設仮勘定

R2 R3 R4 R5 R6

料金収入 120,450 120,450 120,450 120,780 120,450
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料金収入予測
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２．将来の事業環境

（１）

（２）

（３）

本市の工業用水道事業においては、供給単価を22円(税別)に設定しています。条例にて、給水量の最低限度を1日あたり15,000㎥と定めており、
また、料金改定の予定もないことから、今後料金収入に大きな変動は見られないと考えています。

施設の見通し

水需要の予測

老朽化した工業用水道導水管の更新工事を平成28年度から開始し、令和3年度に完了予定の為、更新工事完了後は管路修繕に係る費用は大幅に減少す
ると考えられます。また、浄水施設は保有しておらず、取水後は沈砂池を経由して供給します。

料金収入の見通し

本市における供給先事業者は1社のみとなっており、今後も増加する見込がないため、水量はほぼ一定と見込んでいます。

Ｈ２８ Ｈ２９ Ｈ３０ Ｈ３１ R２ R３

工事金額 347,910 303,016 398,653 320,225 351,725 73,238
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(単位：千円) 工業用水道導水管更新工事金額

R2 R3 R4 R5 R6

見込水量 5,475 5,475 5,475 5,490 5,475
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(単位：千㎥) 見込水量

R2 R3 R4 R5 R6

料金収入 120,450 120,450 120,450 120,780 120,450
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３．経営の基本方針

４．投資・財政計画（収支計画）

（１）

R2 R3 R4 R5 R6

経常収益 134,299 134,254 156,607 156,937 156,607

経常費用 108,048 109,401 154,351 154,550 154,691

経常収支比率 124.3 122.7 101.5 101.5 101.2

純利益 26,251 24,853 2,256 2,387 1,916

③　収支計画のうち投資以外の経費についての説明

企業会計として、独立採算性の原則に則り、健全な経営を進めていきます。

①収益的収支

①委託料：沈砂池の草刈業務と設備の保守点検業務を委託しています。委託の必要性を状況に応じて確認し、適切な範囲内での実施を心掛けます。
②修繕費：更新後間もないことから、高額な修繕費は計画していません。
③動力費：工業用水の取水場においての水質管理、維持運営に係る電気料を計上しています。
④職員給与費：職員は7人を割り当て、今年度の実績値を基準に、毎年2％ずつの増加を想定しています。

目 標 適正な料金収入を基盤に、公営企業として健全な運営を維持します。

②　収支計画のうち財源についての説明

経常収益は料金収入がほとんどを占めており、毎年120,450千円前後で推移します。経常費用は主に人件費・減価償却費・動力費が挙げられ、令和3年度に
竣工する工業用水管更新工事後に、減価償却費が増大する見込みです。純利益については毎年20,000千円前後で推移しており、令和3年度の更新工事竣
工後は減価償却費の増大により純利益は減少しますが、マイナスに転じない見込みです。同じく経常収支比率につきましても、令和4年度以降は低下します
が、100％以上の水準を推移する見込みです。

②資本的収支

資本的収入は、令和３年度まで工業用水道導水管更新工事に伴う企業債の借入れと、供給先事業者からの工事負担金があります。資本的支出について
は、企業債の元金償還のみとなり、現時点において、令和4年度以降は企業債の借入を新たに行う予定が無いため、企業債残高が年々減少していく見込み
です。

投資・財政計画（収支計画）　：　 別　紙　の　と　お　り
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経常収益 経常費用 純利益 経常収支比率

R2 R3 R4 R5 R6

資本的収入 397,647 73,219 0 0 0

資本的支出 397,694 79,886 15,603 18,774 18,805
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企業債残高 504,552 497,903 482,300 463,526 444,720

企業債借入 198,800 36,600 0 0 0
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（２）

①　投資についての検討状況等

②　財源についての検討状況等

③　投資以外の経費についての検討状況等

５．経営戦略の事後検証、改定等に関する事項

職 員 給 与 費

施 設 ・ 設 備 の 廃 止 ・ 統 合
（ ダ ウ ン サ イ ジ ン グ ）

施 設 ・ 設 備 の 合 理 化
（ ス ペ ッ ク ダ ウ ン ）

該当事項はありません。

企 業 債

*　遊休資産の売却や貸付、債券運用の導入、小水力発電や太陽光発電など

委 託 料

修 繕 費

適切な人員配置の上、節制に努めます。

毎月の動力費の動向を踏まえて、適切な管理運営を続けていきます。

現在、本市における水道事業・簡易水道事業・下水道事業について、料金徴収・検針・窓口業務の一部を民
間委託しておりますが、工業用水道事業においては民間委託を実施していません。今後の工業用水道事業
の動向に応じて、検討していきます。

計画期間終了後、又は経営状態が著しく変更した場合については、早急に経営戦略の見直し・再策定を行う
ものとします。

施 設 ・ 設 備 の 長 寿 命 化 等 の
投 資 の 平 準 化

該当事項はありません。

施 設 の 共 用 化 該当事項はありません。

料 金

経 営 戦 略 の 事 後 検 証 、
改 定 等 に 関 す る 事 項

資 産 の 有 効 活 用 等 （ * ） に よ る
収 入 増 加 の 取 組

令和4年度以降、当面は企業債の借入を行う予定はありません。もし今後起債を借り入れる際には、
償還における単年度の負担軽減を確保するため、可能な限り長期での発行を計画します。

基準内繰入金のみを計画しており、独立採算制の原則に準じ、健全な経営を心掛けます。

該当事項はありません。民 間 の 資 金 ・ ノ ウ ハ ウ 等 の 活 用
（ PFI ・ DBO の 導 入 等 ）

責任水量制を採用しており、契約水量分の金額を見込んでいるため、現状料金変更の見込みはありません。

該当事項はありません。

繰 入 金

該当事項はありません。

令和4年度以降、修繕費については当面はほとんど発生しないと考えています。設備の長寿命化に努め、修
繕が一時期に集中しないように、計画的に進めていきます。

動 力 費

投資・財政計画（収支計画）に未反映の取組や今後検討予定の取組の概要



                                                                    （単位：千円，％） 

年　　　　　　度 前々年度 令和元年度 令和2年度 令和3年度

区　　　　　　分 （ 決 算 ） （決算） （決算見込） （計画）

１． (A) 120,450 120,780 120,450 120,450 120,450 120,780 120,450 120,450 120,450 120,780 120,450 120,450 120,450
(1) 120,450 120,780 120,450 120,450 120,450 120,780 120,450 120,450 120,450 120,780 120,450 120,450 120,450
(2) (B)
(3)

２． 14,015 13,851 13,729 13,690 35,603 35,607 35,576 35,576 35,576 35,576 35,576 31,656 26,747
(1) 696 540 420 385 500 500 500 500 500 500 500 500 500

696 540 420 385 500 500 500 500 500 500 500 500 500

(2) 13,305 13,305 13,304 13,305 35,103 35,107 35,076 35,076 35,076 35,076 35,076 31,156 26,247
(3) 14 6 5

(C) 134,465 134,631 134,179 134,140 156,053 156,387 156,026 156,026 156,026 156,356 156,026 152,106 147,197
１． 107,841 109,805 105,689 102,513 142,807 143,069 143,281 143,548 143,815 143,867 144,135 144,403 137,850
(1) 48,795 54,991 49,378 48,811 48,907 49,003 49,100 49,198 49,296 49,394 49,492 49,590 49,688

26,985 30,506 26,490 25,878 25,929 25,980 26,031 26,083 26,135 26,187 26,239 26,291 26,343

21,810 24,485 22,888 22,933 22,978 23,023 23,069 23,115 23,161 23,207 23,253 23,299 23,345
(2) 38,654 34,483 35,980 33,371 33,536 33,702 33,869 34,037 34,206 34,375 34,545 34,716 34,888

293 258 330 330 331 332 333 334 335 336 337 338 339
1,269 576 912 880 884 888 892 896 900 904 908 912 916

37,092 33,649 34,738 32,161 32,321 32,482 32,644 32,807 32,971 33,135 33,300 33,466 33,633
(3) 20,392 20,331 20,331 20,331 60,364 60,364 60,312 60,313 60,313 60,098 60,098 60,097 53,274

２． 1,576 2,349 2,357 2,330 2,296 2,217 2,130 2,042 1,955 1,867 1,779 1,691 1,603
(1) 1,576 2,349 2,357 2,330 2,296 2,217 2,130 2,042 1,955 1,867 1,779 1,691 1,603
(2)

(D) 109,417 112,154 108,046 104,843 145,103 145,286 145,411 145,590 145,770 145,734 145,914 146,094 139,453
(E) 25,048 22,477 26,133 29,297 10,950 11,101 10,615 10,436 10,256 10,622 10,112 6,012 7,744
(F)
(G)
(H)

25,048 22,477 26,133 29,297 10,950 11,101 10,615 10,436 10,256 10,622 10,112 6,012 7,744
(I) 25,048 22,477 26,133 29,297 10,950 11,101 10,615 10,436 10,256 10,622 10,112 6,012 7,744
(J) 818,908 673,008 700,376 683,659 704,267 714,488 724,170 733,642 742,902 752,281 761,088 769,682

217,196 154,385 19,161 10,230 10,230 10,230 10,230 10,230 10,230 10,230 10,230 10,230 10,230
(K) 83,414 12,725 12,963 16,603 27,137 27,169 27,201 27,233 27,265 27,327 27,359 27,359 27,359

6,648 6,649 15,603 26,137 26,169 26,201 26,233 26,265 26,327 26,359 26,359 26,359

79,021 890 826 1,000 1,000 1,000 1,000 1,000 1,000 1,000 1,000 1,000 1,000
( I )

(A)-(B)

(L)

(M) 120,450 120,780 120,450 120,450 120,450 120,780 120,450 120,450 120,450 120,780 120,450 120,450 120,450

(N)

(O)

(P)

営 業 外 収 益

料 金 収 入
受 託 工 事 収 益
そ の 他

営 業 収 益

令和8年度 令和9年度 令和10年度 令和11年度令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度

長 期 前 受 金 戻 入

そ の 他

収 入 計
そ の 他

そ の 他
減 価 償 却 費

営 業 外 費 用

う ち 未 収 金

収

益

的

収

入

材 料 費

収

益

的

支

出

営 業 費 用
職 員 給 与 費

基 本 給
退 職 給 付 費
そ の 他

経 費
動 力 費
修 繕 費

支 払 利 息

補 助 金
他 会 計 補 助 金
そ の 他 補 助 金

累 積 欠 損 金 比 率 （ ×100 ）

流 動 負 債

支 出 計
経 常 損 益 (C)-(D)

特 別 利 益
特 別 損 失
特 別 損 益 (F)-(G)

収

益

的

収

支

当 年 度 純 利 益 （ 又 は 純 損 失 ） (E)+(H)
繰 越 利 益 剰 余 金 又 は 累 積 欠 損 金
流 動 資 産

う ち 建 設 改 良 費 分
う ち 一 時 借 入 金
う ち 未 払 金

令和12年度

健 全 化 法 施 行 規 則 第 ６ 条 に 規 定 す る
解 消 可 能 資 金 不 足 額

健 全 化 法 施 行 令 第 17 条 に よ り 算 定 し た
事 業 の 規 模

健全化法第22条により算定した
資 金 不 足 比 率

(（N）/（P）×100)

地方財政法施行令第15条第１項により算定した
資 金 の 不 足 額

営 業 収 益 － 受 託 工 事 収 益 (A)-(B)
地 方 財 政 法 に よ る
資 金 不 足 の 比 率

(（L）/（M）×100)

健 全 化 法 施 行 令 第 16 条 に よ り 算 定 し た
資 金 の 不 足 額



（単位：千円）
年　　　　　度 前々年度 令和元年度 令和2年度 令和3年度

区　　　　　分 （決算） （決算） （決算見込） （計画）

１． 192,800 176,300 36,600

２．

３．

４．

５．

６．

７．

８． 199,326 107,870 176,347 36,619

９． 18,993

(A) 411,119 107,870 352,647 73,219

(B)

(C) 411,119 107,870 352,647 73,219

１． 399,938 215,743 352,694 73,238

２． 6,649 6,649 15,603 26,137 26,169 26,201 26,233 26,265 26,327 26,359 26,391

３．

４．

５． 3,000 3,000

(D) 399,938 215,743 362,343 82,887 15,603 26,137 26,169 26,201 26,233 26,265 26,327 26,359 26,391

(E) △ 11,181 107,873 9,696 9,668 15,603 26,137 26,169 26,201 26,233 26,265 26,327 26,359 26,391

１． 15,603 26,137 26,169 26,201 26,233 26,265 26,327 26,359 26,391

２．

３．

４． 107,873 9,696 9,668

(F) 107,873 9,696 9,668 15,603 26,137 26,169 26,201 26,233 26,265 26,327 26,359 26,391

△ 11,181

(G)

(H) 511,200 511,200 680,851 710,802 695,199 669,062 642,893 616,692 590,459 564,194 537,867 511,508 511,508

○他会計繰入金 （単位：千円）
年　　　　　度 前々年度 前年度

区　　　　　分 （ 決 算 ）
決 算
見 込

696 540 420 385 500 500 500 500 500 500 500 500 500

696 540 420 385 500 500 500 500 500 500 500 500 500

696 540 420 385 500 500 500 500 500 500 500 500 500

（※）令和２年度地方債同意等基準運用要綱第一の一の４に該当する事業が作成する「収支計画」について、「公営企業の経営に当たっての留意事項について」（平成26年８月29日付け総財公第107号・総財営第73号・
　総財準第83号）に定める「経営戦略」を未策定の団体にあっては、本様式により提出すること。

令和12年度

令和12年度

令和11年度

企 業 債

う ち 資 本 費 平 準 化 債

他 会 計 出 資 金

他 会 計 補 助 金

令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度

計
そ の 他

令和8年度 令和9年度 令和10年度

他 会 計 負 担 金

(A)のうち翌年度へ繰り越さ
れる支出の財源充当額

純 計 (A)-(B)

資

本

的

収

入

そ の 他

計

他 会 計 借 入 金

国 （ 都 道 府 県 ） 補 助 金

固 定 資 産 売 却 代 金

工 事 負 担 金

資

本

的

支

出

建 設 改 良 費

う ち 職 員 給 与 費

企 業 債 償 還 金

他 会 計 長 期 借 入 返 還 金

他 会 計 へ の 支 出 金

う ち 基 準 内 繰 入 金

う ち 基 準 外 繰 入 金

合 計

令和10年度

資

本

的

収

支

補 塡 財 源 不 足 額 (E)-(F)

他 会 計 借 入 金 残 高

企 業 債 残 高

資本的収入額が資本的支出額に
不足する額     　　    (D)-(C)

補

塡

財

源

損 益 勘 定 留 保 資 金

利 益 剰 余 金 処 分 額

繰 越 工 事 資 金

そ の 他

計

令和11年度

収 益 的 収 支 分

う ち 基 準 内 繰 入 金

う ち 基 準 外 繰 入 金

令和8年度 令和9年度

資 本 的 収 支 分

令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度令和3年度本年度



グラフ凡例
当該団体値（当該値）

類似団体平均値（平均値）

令和元年度全国平均

0.11 0.11 0.36平均値 14.92 20.80 29.43 32.03 36.58平均値 49.38 51.15 52.15 52.21 54.51

当該値 0.00 0.00

平均値 2.36 0.11

H27

0.00 0.00 0.00当該値 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00

全体総括

H27 H28 H29 H30 R01 H27 H28 H29 H30 R01

当該値 66.37 78.28 78.81 78.98 79.45

H28 H29 H30 R01

2. 老朽化の状況

平均値 61.07 61.62 61.64 61.85 64.14平均値 42.43 43.12 43.85 44.05 45.51平均値 34.10 33.79 33.81 34.33 30.96平均値 90.99 93.58 93.31 92.20 103.39

当該値当該値 17.75 16.30 14.75 17.55 18.01 100.00 100.00 100.00 100.00当該値 19.25 18.89 20.29 20.76 21.11

H27H28 H29 H30 R01 H27

100.00

2. 老朽化の状況について

H27 H28 H29 H30 R01 H27 H28 H29 H30 R01

当該値 123.98 135.00 149.18 125.32 122.19

H28 H29 H30 R01

平均値 552.40 505.25 531.53 504.73 450.91平均値 619.00 688.41 649.92 680.22 786.06平均値 86.84 83.56 82.78 79.27 75.56平均値 108.74 109.99 109.10 108.18 114.99

当該値当該値 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00120.04

H28 H29

0.00 0.00 264.34 424.41 423.25当該値 1,340.98 9,828.19 13,086.14 981.74 5,288.86

H28 H29 H30 R01 H27H28 H29 H30 R01 H27H30 R01 H27

分析欄

1. 経営の健全性・効率性 1. 経営の健全性・効率性について

H27 H28 H29 H30 R01

当該値 122.20 131.50 142.79 122.89

- 77.1 1 15,000 非設置 【】

■

資金不足比率(％) 自己資本構成比率(％) 給水先事業所数 契約水量(m
3
/日) 管理者の情報 －

法適用 工業用水道事業 15,000 小規模 1 3,167

業務名 業種名 現在配水能力(合計)(m3/日) 類似団体区分 施設数 １日平均配水量(m3)

経営比較分析表／団体全体（令和元年度決算）
福岡県　朝倉市

【事業概要】
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①経常収支比率(％)
【119.03】


